蓮田市公共基準点管理保全要綱

平成２０年１月７日　市長決裁

（目的）

第１条　この要綱は、測量法（昭和２４年法律第１８８号）の規定に基づき、市が管理する測量基準点、及び国土交通省から移管を受けた都市再生街区基本調査によって設置された測量基準点（以下「公共基準点」という。）の一般的取扱い及び管理保全に関して必要な事項を定め、その管理保全の万全を期することを目的とする。

（定義）

第２条　この要綱において公共基準点とは、１級基準点、２級基準点、３級基準点、４級基準点（相当精度の基準点を含む）であって、かつ永久標識を設置したものをいう。

２ 都市再生街区基本調査で設置された街区多角点は３級基準点、街区多角節点（赤文字アルミ明示版付き鋲）及び街区点補助点（白文字アルミ明示版付き鋲）は４級基準点相当とするものとする。

（管理の主体）

第３条　公共基準点の管理保全の主管課は、都市整備部道路課（以下「主管課」という。）とする。

（管理保全）

第４条　何人も、滅失、き損その他の行為により、公共基準点の効用を害してはならない。

２ 市長は、基準点の保護及び制度維持を図るため、次項各号に掲げる成果等を常に整備し、次により管理保全を行うものとする。

（１）基準点の状況監視

（２）保護枠及び蓋の状況監視

（３）第２号の破損の修復及び取替え

（４）無断使用防止のための監視

（５）全各号に掲げるもののほか、異常の有無の監視

３　次に掲げる測量の成果及び測量記録（以下「成果」という。）は、主管課が保管する。

（１）測量成果表

（２）点の記

（３）観測手簿

（４）計算簿

（５）点網図

４　市長は、前項により公共基準点の異状が明らかになった場合には、安全確保のための応急措置を講じなければならない。

５　工事を行う者又はその工事の請負人（以下「工事施工者」という。）は、事前に公共基準点の調査を行い、工事施行により公共基準点の効用を害することのないよう保全のための措置を講じなければならない。

（公共基準点の使用）

第５条　公共基準点を使用して測量を実施する者は、「公共基準点使用承認申請書」（様式第１号）により市長に申請し、使用承認を受けるものとし、測量を完了した後は、直ちに「公共基準点使用報告書」（様式５号）又は「公共基準点使用報告書（包括用）」（様式６号）により使用結果を報告するものとする。ただし、公共基準点付近での工事施工の届出、又は、公共基準点の一時撤去・移転の承認を申請し、又は協議をする場合は、公共基準点使用承認申請を省略することができる。
２　前項に規定にかかわらず、土地家屋調査士会は、地積測量図作成のための測量に関し当該団体を構成する会員等を包括して公共基準点使用に係る公共基準点使用包括承認申請書（様式第２号）により市長に申請し、承認を受けることができる。

３　市長は、前２項の申請書の提出があったときは、使用の承認の可否を決定し、当該申請者に「公共基準点使用承認書」（様式第３号）又は「公共基準点使用包括承認書」（様式第４号）を交付するものとする。
４ 公共基準点を使用して測量を実施する者は、使用する前に当該土地又は建築物の所有者若しくは管理者（以下「土地所有者等」という。）に「公共基準点使用承認書」を呈示し、立ち入りの許可を受けなければならない。

（工事施工の届出）
第６条　工事施工者が、公共基準点の付近でその効用に支障をきたすおそれのある工事等を施工する場合は、あらかじめ「公共基準点付近での工事施工届出書」（様式第７号）を市長（市各課所管の工事にあっては道路課長）に提出し、指示に基づく公共基準点の保全に必要な措置を講じなければならない。ただし、公共基準点の一時撤去・移転の承認を申請し、又は協議をする場合は、公共基準点付近での工事施工届出書の提出を省略することができる。
２　前項のその効用に支障をきたすおそれのある工事等とは、次に掲げるとおりとする。
（１）掘削底面端から４５度以上の線に公共基準点の構造物が入る掘削工事等
（２）車輌及び重機等の振動が公共基準点に影響を及ぼす杭打ち及び杭抜き工事のうち、公共基準点から杭、車輌、重機等までの距離が５メートル以下となる行為
（３）その他公共基準点の効用に支障をきたすと思われる工事等
３　第１項に規定する届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。
（１）案内図

（２）位置図、断面図及び平面図（掘削位置と公共基準点の位置関係を明示したもの）
（３）引照点図、又は市長若しくは道路課長の指示する測量資料
（４）写真（公共基準点、公共基準点周辺及び全引照点が確認できるもの）
４　公共基準点付近での工事がしゅん工したときには、工事施工者は速やかに「公共基準点付近での工事しゅん工報告書」（様式第８号）を市長（市各課所管の工事にあつては道路課長）に提出し、検査を受けなければならない。
５　前項に規定する報告書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。（１）しゅん工写真（公共基準点及び公共基準点周辺が確認できるもの）（２）公共基準点の異状の有無が確認できる測量資料（着工前・しゅん工後が対比できる引照点図、又は市長若しくは道路課長の指示に基づく公共基準点の保全に必要な点検測量等の成果）
６　公共基準点付近での工事により、公共基準点の効用に支障をきたした場合は、工事施工者（市各課所管の工事を除く。）は、主管課との協議後、「公共基準点復旧承認申請書」（様式第９号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。
７　市長は、前項の申請書の提出があったときは、復旧の承認の可否を決定し、当該申請者に「公共基準点復旧承認書」（様式第１０号）を交付するものとする。
８　工事施工者は、第６項の規定にかかわらず、市各課所管の工事においては、主管課と公共基準点の復旧について協議しなければならない。
（一時撤去及び移転）
第７条 工事施工者（市各課所管の工事及び公共基準点の設置されている土地、建物の所有者又は管理者（以下「土地所有者等」という。）の行う工事を除く。）が、公共基準点を一時撤去又は移転する必要が生じた場合には、あらかじめ「公共基準点（一時撤去・移転）承認申請書」（様式第１１号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。
２　市長は、前項の申請書の提出があったときは、承認の可否を決定し、当該申請者に「公共基準点（一時撤去・移転）承認書」（様式第１２号）を交付するものとする。
３　市各課所管の工事にあっては、工事施工者は、主管課と協議し、協議書については第１項を、回答書については前項の規定を準用する。
４　第１項及び前項に規定する申請書及び協議書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。
(１) 案内図

(２) 位置図及び平面図（掘削位置と公共基準点の位置関係を明示したもの）
(３) 写真（公共基準点及び公共基準点周辺が確認できるもの）
(４) 再設置位置図（新旧位置の関係が確認できるもの）
５　土地所有者等の都合により公共基準点を一時撤去又は移転する必要が生じた場合は、土地所有者等は、「公共基準点（一時撤去・移転）請求書」（様式第１３号）を市長に提出するものとする。
（機能の回復）
第８条  工事施工者が公共基準点を滅失、き損、移転等により、その効用に支障をきたした場合は、原則として当該公共基準点を既設と同様の構造により再設置し、測量の成果を修正するものとする。
２　前項の場合において同一構造による設置が不可能な場合は、主管課と協議のうえ変更することができる。
３　工事施工者以外の者が、故意又は過失により公共基準点を滅失又はき損した場合（以下「事故原因者」という。）は、前２項を適用する。
（機能回復の施工者）
第９条　公共基準点の測量標を移転又は復旧する工事（以下「移転等工事」という。）は、原則として原因者である工事施工者が行わなければならない。ただし、次の場合は、主管課で行うものとする。 

（１）工事施工者による移転工事等が困難な場合

（２）土地所有者等による公共基準点の一時撤去又は移転の請求があった場合

２　測量成果の修正（以下「測量作業」という。）に必要な手続きは、測量法第３６条、第３７条第３項、第４０条その他関係法令に基づき主管課で行うものとするが、測量実務は工事施工者が行い、手続き上必要な測量成果品一式を作成するものとする。
３　偏心法による移転により機能回復を図る場合は、工事施工者と主管課との協議のうえ施工者を決定するものとする。
（移転等工事）
第１０条  工事施工者は、移転位置及び設置施工方法について、舗装復旧前に主管課と協議しなければならない。
２　原則として測量標等は、既設のものを再度使用するものとするが、使用不可能な場合は、主管課が支給（有償）するもの、又は指定したものとする。
３　工事施工者は、移転等工事の品質、出来形、工程及び工事実施状況を明らかにする写真を撮影しなければならない。
４　移転等工事がしゅん工したときには、工事施工者は速やかに「公共基準点工事しゅん工報告書」（様式第１４号）に前項の写真及び測量成果品一式を添えて市長（市各課所管の工事にあっては、道路課長）に提出し、検査を受けなければならない。
５　市長は、前項の報告書の提出があったときは、１４日以内に検査をするものとする。
６　工事施工者は、前項の規定による検査に合格しないときは、直ちに補修して再検査を受けなければならない。

（費用の負担）

第１１条  公共基準点の設置工事に要する費用（既設の公共基準点のとりこわし費用を含む。（以下「設置費用」という。）及び公共基準点の測量に要する費用（以下「測量費用」という。）の負担は、原則として、別表のとおりとする。

（設置方法、測量方法及び作業手順）

第１２条  街区基準点の設置施工方法、測量方法及び作業手順は、「街区基準点復元作業マニュアル（平成１８年１２月国土交通省国土調査課）」及び「街区基準点復旧測量作業マニュアル（平成１８年１２月国土交通省国土調査課）」の規定を準用するものとする。

（国土交通大臣への報告）

第１３条　市長は、国土交通省から移管を受けた都市再生街区基本調査により設置された公共基準点について、異状、亡失、移転により既存点を廃止した場合は、国土交通大臣に報告しなければならない。

（公共基準点の測量記録交付）

第１４条　公共基準点の測量成果及び測量記録を閲覧し、又は謄本若しくは抄本を受けようとする者は、「公共基準点閲覧等（謄本・抄本）申請書」（様式第１５号）により市長に申請しなければならない。

２　前項の規定により、謄本又は抄本の交付を受けようとする者は、蓮田市手数料条例（昭和２９年１０月１日蓮田市条例第３０号）に定める手数料を納めなければならない。
（その他）

第１５条　この要綱に定めるもののほか必要な事項については、別に定める。

２　この要綱により難い場合の取り扱いについては、主管課がその都度協議して定める。

附　則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

別表（第１１条関係）

	区　　分
	設置費用
	測量費用

（再設法による場合）
	測量費用

（偏心法による場合）

	工

事

施

工者
	蓮田市
	△
	×
	×

	
	占用企業者その他
	△
	○
	□

	事故原因者
	△
	○
	－

	土地所有者等
	×
	×
	×


注１　○印は左欄の該当者が復旧測量業務監督補助費を負担する。

注２　□印は左欄の該当者が復旧工事を施工することで費用を負担する。

注３　△印は左欄の該当者が設置工事を施工することで費用を負担する。

注４　×印は、蓮田市が負担する。

注５　設置費用及び測量費用の額は別に定める。

注６　設置費用及び測量費用の請求は、公共基準点付近での工事施工届出書及び公共基準点（一時撤去・移転）承諾書に基づき公共基準点の効用に支障があるものについて請求するものとする。

注７　設置費用及び測量費用は、納入通知書により、発行の日から起算して３０日を経過した日までに納付しなければならない。
【 用語解説 】

○都市再生街区基本調査

H16年度～H18年度の3ヵ年で、全国の地籍調査の終わっていないDID地域を対象として地籍調査の基礎資料とするために、国土交通省直轄事業で実施された｡調査で設置した基準点や調査成果は各市町等に配布され、地籍整備等に活用されている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○基準点
基準点とは、地球上の位置や平均海面からの高さが正確に測量された

　　水準点、電子基準点、三角点などの測量の基準となる点のことをいう。
○三角点

　　三角測量によって水平位置を求めた基準点のこと。

　　ただし、現在では三角測量以外に三辺測量も実施されているので、測量方法にこだわらず、水平位置を求めた基準点を一般に狭義の基準点又は三角点と呼んでいる。一方、広義の基準点とは、水準点その他を含んだ、座標や高さの与えられた基準になる点の総称である。

○多角点・多角節点

多角測量（トラバース測量）によって、測距と測角から新点を求める方法で求めた永久標識・測点のことをいう。

国土地理院では三角点の設置当初は、三角測量により基準点を設置してきたが、国土調査に伴う基準点測量の実施初期には、従来にはない高密度に（約１．５ｋｍに一点）基準点を設置することになったことから、見通し障害などの関係もあり、多角測量が採用されるようになった。多角測量は、測点を折れ線上に結び、角点間の距離（測距Ｓ）と隣接する２辺の広角（測角β）を計って各測点の位置を求める測量方法である。

広角は後視（Ｂ．Ｓ）から前視（Ｆ．Ｓ）に向かって測る。また高さの測定は、通常、直接水準測量によって行われる。これらの測点を結ぶ線を多角辺（測線）、これらの連続するものを多角路線という。基本測量・公共測量における多角測量では、上記各測点を多角節点と呼び、永久標識として埋設するものを多角点という。

○図根点

「図根点」とは、何らかの地図を作成するために基準とした点（あるいは地図の基準となる点）である。

例えば地籍調査では「地籍図」という地図を作成するために測量を実施するが，その過程で「地積図根三角点」「地積図根多角点」「地積細部図根点」等を設置し，基準とする。

○引照点（図）
引照点とは、境界標が移動したり、なくなったりした場合にその点から境界が復元できるように設置した永久標識のことをいう。引照点を示した地図を引照図という。

